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論文内容の要旨

〔目的〕

口腔底癌に対する治療で確実なのは手術であるが，形態や機能を温存しての治療では放射線治療が優

位である O 小さい腫蕩に対しては放射線治療による局所制御率は外科手術と同程度であり，しかも下顎

骨を完全に保存しての治癒が可能である。さらに放射線治療で制御できない症例や再発に対しては外科

手術による救済の手段が残されている。それゆえ，これらに対しては放射線治療が第一次選択の治療で，

手術は第二次の手段と考えるべきである。大きな腫療に対しては放射線治療による治癒率は低いので手

術が勧められるが，手術不能例や手術拒否例に対しては放射線治療でも対処できる。それゆえ口腔底癌

における放射線治療の役割は大きく，手術，さらに化学療法との併用の集学治療のなかでの放射線治療

の占める位置について検討するのが目的である。

(方法〕

1967年から 1984年までの間に大阪大学放射線科において放射線治療が行われた口腔底扇平上皮癌 151

例が対象とされた。極く小さい腫療に対しては組織内照射単独で治療された。やや大きな腫療に対して

は遠隔照射 CERT) 単独あるいはこれと BLM Cプレオマイシン)/PE P Cペプロマイシン)との

併用が用いられ，もしこれにより制御が得られない場合は組織内照射が追加され，または外科手術が行

われた。 BLM/PEP併用の場合の投与法はERT30Gy/3 週とし， B LM15昭週 2 回あるいは P

EP 5mg週 3 回静注が照射30-60分前に行われた。進行例に対してはERT30-50Gy/3 -5 週のあ

と外科手術が施行された。
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〔結果〕

症例は男130 :女21 (男女比6.2: 1) で，年齢平均58.3歳であるo 進展度分類U 1 C C (1 978) では

T 1 : 22 , T 2 : 78, T 3 : 36, T 4 : 15例であり，リンパ節転移についてはNO:89 ， N陽性例は62

例であった。

評価可能の136例のうち94例に根治的放射線治療がなされた。原発部位の制御率は72%でT別では

T 1 : 86% , T 2 : 71% , T 3 : 70% , T 4 : 58%で，再発は38例に認められた。その95% までが治療

後 2 年以内に再発し， 3 年以降では再発はみられない。組織内照射後再発のうち 6 例は手術により救済

された。 ERT+BLM/PEP併用により完全消失の得られた19例では15例が制御された。 ERT単

独の11例では 8 例が制御された。

全例の 5 年生存率は55% ， 10年生存率は49%であり，病期別では， 1 期95% ， 2 期55% ， 3 期45% ， 4 

期46%であった。 T2 で根治照射例の内では 5 例が 2 年以内に他病死したが 2 年以上生存例53例のう

ち37例 (70%) は下顎が保存されているo

照射による晩発性障害は19例に， 2 年以上局所制御の46例では 8 例(17%) に生じた。 18例は下顎骨

壊死， 5 例は軟部組織漬蕩で，うち， 4 例にはその両者ともが認められた。その出現時期は治療開始か

ら 3 -60月，中央値13月後である。いずれも対症的に治療され重篤なものはない。

重複癌は全例中15例， (10%) , 2 年以上生存例97例中 8 % (8/97) に発生がみられた。

〔総括〕

口腔底癌症例では小さい腫蕩，中等度大の腫蕩の約%に根治的放射線治療(大部分は組織内照射，ま

たは遠隔照射と組織内照射との併用)がなされ約70%の局所制御率が得られている。これらは特に下

顎骨が保存されての治癒である。根治的放射線治療のみで治療され，下顎が温存される ERTに BLM

またはPEPの併用治療は第一次治療としては早期例から進展例まで広範囲に適応があり，その効果

によってそれのみでの治療が適切なものと第二次治療(組織内照射または手術)が必要とされるべきも

のに分類され，これらの追加治療によって高い制御率が得られる。残り 42例には術前照射と手術が併用

された。

論文の審査結果の要旨

口腔底癌の治療は手術によれば，多数の症例は下顎の機能を失い，流動食と構音障害の生活を余儀

なくされるため，舌癌と比べても更に治療が難しいとされているが，この疾患について，放射線治療に

より下顎を保存した治療を行い 20年に亘る豊富な経験と， 151例の自験例をもとにこの治療の役割に

ついて解析を加えた。放射線治療により局所制御ではT1 で86% ， T 2 で71% ， T3 で70%であり，手

術の場合と変わらず，下顎保存率ではT1 で84% ， T 2 で70% ， T 3 で53%と優れていることを明確に

示し，小線源や，これに遠隔照射を組み合わせた放射線治療が，口腔闘富の治療では治療後の機能も考慮にい

れると最も優れたものであることを実証した。この業績は，学位を授与するのにふさわしいものであるo




